（仮称）東大和市総合福祉センター建設に関する陳情
陳情趣旨

（仮称）東大和市総合福祉センターが、本当に東大和市の福祉の拠点として機能していくものになるのか、市議会として検証を行ってください。
陳情理由

2013年6月29日、7月7日と、2度に渡り、総合福祉センターについての市民説明会が開催され、東京都に補助金の申請が行われたものの、近隣住民からの反対が多かったこと等を理由に申請が受理されず、10月に再申請を行う、と聞いております。しかし、未だに問題・課題は山積しており、不安を抱える市民は大勢います。

１、市内障害福祉団体への説明不足

市民説明会の場で、近隣住民からの「他の障害者団体は納得しているのか？」との質問に、「みのりをはじめ、他の障害者団体にも説明はしている」と部長が回答していた。
「他の障害者団体への説明」というのは、具体的には、みのり福祉園の保護者との話し合い、共同作業所連絡会との顔合わせ（説明会ではなく、図面もなかった）、東大和障害福祉ネットワークの総会後、時間が有り残れる団体のみに説明、NPO福祉東大和連絡会（この団体から市に依頼し来てもらった）の４か所だけであり、しかも、市報等で障害福祉団体に公に呼びかける物ではなかったため、総合福祉センターの内容を知らない障害福祉団体はまだたくさんあります。
東大和市の福祉の拠点である以上、総合福祉センター建設後は市内の障害福祉団体とも連携が求められることから、市内障害福祉団体への説明、話し合い、周知徹底は、近隣住民への説明とは別に、しっかり行うべきだと思います。

２、市の財政負担がどこまで膨らむか不明・不安
総合福祉センター内で行われる事業のいくつかは、市からの委託事業です。予定では、身体障害者･知的障害者相談支援事業と地域活動支援事業、就労支援センターの２つだと思いますが、港区の例などを見ても、地方の民間法人では総合福祉センター全体の運営がまわらなくなり、自治体が補正を組まざるを得なくなる危険性は十分あります。
例えば、就労継続支援B型で、隣の老健施設60床を含む150人分の食事を調理すると言っているが、就労継続支援事業は月に22日しか通所できないので、事業が休みの時には職員のみで対応するのか？そもそも、就労継続B型の利用者が150人分の食事の調理・準備などできないのでは？など、一部の学識経験者からも危惧の声が挙がっています。
協定書には、「第15条　本協定を解除したことに伴い甲（東大和市）に損害が生じた場合、乙（友遊会）が賠償するものとする」とありますが、事業開始後数年で運営が立ち行かなくなった場合など、本当に法人だけに責任を負ってもらうことができるのでしょうか？市から就労支援事業や生活介護事業などへも、運営継続のための補助金を出さざるを得ないというような事態にはならないでしょうか？現在分かっている、市が総合福祉センターにかける運営費･委託費を開示してもらい市の負担を把握するとともに、運営失敗の際の行政と法人の責任の取り方を、市議会として確認してください。
３、「総合福祉センター」としての区別化
総合福祉センター建設予定地は、東大和市が、東大和市の福祉の拠点を作るために、市民の税金を使って購入したものです。土地は、運営法人に30年無償貸与され、初期の備品や生活介護の送迎バス等の費用は市が持つとのことです。しかし市内には、地代や家賃の捻出や、利用者の送迎が難しいため利用を断らざるを得ない事業所がたくさんあります。ニーズが逼迫している相談支援事業や短期入所事業など、市内の事業所が本当は行なっていきたくても、採算が合わなくて断念せざるを得ないこともたくさんあります。総合福祉センターのみに市が経費の補助を行うからには、一般の市内事業所とは違う付加価値をつけなければ他の事業所は納得できません。例えば市が生活介護の送迎バスを出すということであれば、その生活介護では、市内の一般事業所では受け入れが難しい医療的ケアの必要な重度の利用者を積極的に受けるなど、民間事業所が市の補助の必要性を納得できるような区別化が必要です。就労継続事業に関しても、工賃を5~6万も稼げるような軽度の利用者であれば、民間事業者でも受け入れが可能です。総合福祉センターで行なうにふさわしい就労支援事業とは何かを、今一度見直すべきだと思います。

４、東大和市のための「福祉の拠点」としての検証機関設置の必要性
本来この総合福祉センターは、「東大和市の福祉の拠点」として建設されるものですが、現在の法人の事業方針等を見る限り、法人の「一支部・一事業所」ができるだけではないかという不安があります。建物内に、市民が気軽に立ち寄れるスペースも少なく、近隣住民との関係は劣悪になっており、就労の仕事も同じ敷地内の老健施設とのやり取りで完結してしまっていることで、拠点ではなく孤立化、隔離化する可能性さえあります。
つきましては、市議会として、東大和市のための「福祉の拠点」としての検証機関を設置してください。

市の福祉計画として総合福祉センターを建設するからには、東大和市は、総合福祉センターに「東大和市の福祉の拠点」としての機能を保証する責任があります。そして、市議会にも、市の姿勢や健全な運営を監視する義務があると思います。議員の皆様におかれましては、上記の点について、よろしくおしはかりをお願い申し上げます。
2013年8月23日
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